
過去の財政再計算における経済前提

５％６．２％

１３％(昭和48～52)
１０％(昭和53～57)

８％(昭和58～62)
７％(昭和63～ )

昭和48年

６．５％(昭和51～55)
６．２％(昭和56～60)

６％(昭和61～ )

１０％(昭和51～55)
８％(昭和56～60)
６％(昭和61～ )

昭和51年

１．５％４．０％２．５％平成11年

２．０％５．５％４．０％平成６年

３％７％５％昭和59年

２．０％５．５％４．１％平成元年

１．０％

(平成21～ )
３．２％ (平成21～ )２．１％ (平成21～ )

平成16年

(長期の前提)

５％６％７％昭和55年

物価上昇率運用利回り賃金上昇率実施年度

（注）経済前提が複数ケース設定されている場合は、標準的なケースについて記載している。 1
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賃金上昇率の財政再計算における前提と実績
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1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015

標準報酬上昇率（実績）

名目経済
成長率（実績）

昭和48年財政再計算

昭和51年財政再計算

昭和55年財政再計算

　平成元年、６年財政再計算

    平成11年財政再計算           平成16年財政再計算

（％）

（年）

昭和59年財政再計算

2
（注）標準報酬上昇率の1998年以降は性・年齢構成の変動による影響を控除した厚生年金の名目標準報酬

上昇率であり、1997年以前は年末（１２月）の平均標準報酬月額の対前年同月比の伸び率である。



物価上昇率の財政再計算における前提と実績

-5

0

5

10

15

20

25

1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015

消費者物価上昇率（実績）

昭和48～55年財政再計算

昭和59年財政再計算

平成元年、６年財政再計算

    平成11年財政再計算

           平成16年財政再計算

（％）

（年）
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